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貸 借 対 照 表 

（２０１９年１２月３１日現在） 

（単位：千円）

科　目 金　額 前年比 科　目 金　額 前年比

            資    産    の    部             負    債    の    部

流動資産 32,794,367 112.2% 流動負債 20,954,158 110.8%

現 金 及 び 預 金 4,638,131 172.2% 買 掛 金 11,560,439 93.6%

受 取 手 形 475,975 93.9% 短 期 借 入 金 3,000,000 300.0%

売 掛 金 21,484,209 108.6% 未 払 金 306,754 140.1%

商 品 3,091,324 97.6% 未 払 費 用 322,623 126.2%

貯 蔵 品 1,080 84.4% 未 払 法 人 税 等 810,588 130.0%

未 収 入 金 430,812 118.6% 未 払 消 費 税 等 840,541 160.1%

前 渡 金 2,556,900 109.0% 前 受 金 3,810,363 105.7%

前 払 費 用 61,364 100.0% 預 り 金 127,023 108.0%

その他の流動資産 54,568 157.3% 賞 与 引 当 金 175,823 109.9%

固定資産 2,039,367 135.5% 固定負債 1,346,035 110.1%

有形固定資産 248,816 87.5% 退 職 給 付 引 当 金 1,288,615 109.7%

建 物 65,453 95.4% 役員退職慰労引当金 53,820 117.2%

工 具 器 具 備 品 183,362 85.0% その他の固定負債 3,600 171.4%

負  債  合  計 22,300,193 110.8%

無形固定資産 368,659 276.4%             純   資   産   の   部

電 話 加 入 権 8,616 100.0%

ソ フ ト ウ ェ ア 360,043 288.5% 株主資本 12,221,120 118.8%

　資 本 金 585,100 100.0%

投資その他の資産 1,421,891 130.8% 　資本剰余金 11,463 100.0%

投 資 有 価 証 券 453,735 89.5% 　資本準備金 11,463 100.0%

敷 金 保 証 金 347,160 97.7% 　利益剰余金 11,624,721 119.9%

破 産 更 生 債 権 150 100.0% 　利益準備金 146,275 100.0%

貸 倒 引 当 金 △ 150 100.0% 　その他利益剰余金 11,478,446 120.2%

繰 延 税 金 資 産 620,996 276.5% 　　別途積立金 4,500,000 105.9%

　　繰越利益剰余金 6,978,446 131.7%

自己株式 △ 164 100.0%

評価・換算差額等　自己株式 △ 164 100.0%

評価・換算差額等 312,419 98.2%

その他有価証券評価差額金 309,937 89.4%

繰延ヘッジ損益 2,481 -

純  資  産  合  計 12,533,540 118.1%

資　産　合　計 34,833,734 113.3% 負債・純資産合計 34,833,734 113.3%  

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。） 
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損 益 計 算 書 

２０１９年 １月 １日から 

２０１９年１２月３１日まで 

（単位：千円）

123,217,944 117.8%

114,328,582 118.2%

8,889,361 113.6%

販売費及び一般管理費 5,303,320 105.7%

3,586,041 127.7%

95

1,050

150,721

608 152,476 85.3%

15,180

3,047

811 19,040 131.8%

3,719,477 125.1%

28,779
996 29,775 1049.6%

3,689,701 124.3%

1,260,384

△ 111,775 1,148,608 123.0%

2,541,092 124.8%

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）

為 替 差 益

受 取 配 当 金

金　　額科　　目

売 上 高

売 上 原 価

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 利 益

売 上 総 利 益

受 取 利 息

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

そ の 他 特 別 損 失

前年比

そ の 他 の 営 業 外 費 用

特 別 損 失

支 払 利 息

経 常 利 益

支 払 保 証 料

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

損 害 賠 償 金
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 株主資本等変動計算書 

 ２０１９年 １月 １日から 

 ２０１９年１２月３１日まで 

（単位：千円） 

 

株主資本 

資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

自 己 

株 式 

株 主 資 本 

合 計 
資 本 

準 備 金 

資 本 

剰 余 金 

合 計 

利 益 

準 備 金 

その他利益剰余金 利 益 

剰 余 金 

合 計 

別 途 

積 立 金 

繰 越 利 益 

剰 余 金 

当 期 首 残 高 585,100 11,463 11,463 146,275 4,250,000 5,298,166 9,694,441 △164 10,290,840 

当 期 変 動 額          

剰 余 金 の 配 当      △610,813 △610,813  △610,813 

別途積立金の積立     250,000 △250,000 -  - 

当 期 純 利 益      2,541,092 2,541,092  2,541,092 

株主資本以外の項

目 の 当 期 変 動 額 

( 純 額 ) 

         

当 期 変 動 額 合 計 - - - -    250,000 1,680,279 1,930,279 - 1,930,279 

当 期 末 残 高 585,100 11,463 11,463 146,275  4,500,000 6,978,446 11,624,721 △164 12,221,120 

 
 評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

当 期 首 残 高 346,868 △28,632 318,235 10,609,076 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当    △610,813 

別 途 積 立 金 の 積 立    - 

当 期 純 利 益    2,541,092 

株主資本以外の項目の当期

変 動 額 ( 純 額 ) 
△36,930 31,114 △5,816 △5,816 

当 期 変 動 額 合 計 △36,930 31,114 △5,816 1,924,463 

当 期 末 残 高 309,937 2,481 312,419 12,533,540 

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。） 
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第３０期 個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

    その他有価証券 

     時価のあるもの・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法 

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの・・・・移動平均による原価法 

  ② デリバティブの評価基準及び評価方法 

    デリバティブ・・・・・時価法 

  ③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  商    品・・・・・移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低 

下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

    貯 蔵 品      ・・・・・最終仕入原価法によっております。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

        ① 有形固定資産・・・・・定率法によっております。ただし、２０１６年４月１日以降に取得 

した建物附属設備については、定額法によっております。                                            

        ② 無形固定資産・・・・・自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

（５年）に基づく定額法によっております。 

    ③ リース資産 ・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお 

ります。 

 

（３）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金・・・・・・債権の貸倒による損失に備える為、一般債権については貸倒実績率 

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金・・・・・・従業員の賞与の支出に備える為、当期に負担すべき支給見込額を計 

 上しております。 

③ 退職給付引当金・・・・従業員の退職給付に備える為、当期末における退職給付債務の見込 

    額に基づき計上しております。数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１２年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。なお、退職給付債務の算定にあた

り、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。 

④ 役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金の支出に備える為、内規に基づく当事業年度末要 

           支給額を計上しております。 

   

  （４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

をしております。 
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  （５）重要なヘッジ会計の方法 

    ① ヘッジ会計の方法・・・・・原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

    ② ヘッジ手段とヘッジ対象・・ヘッジ手段・・為替予約 

                   ヘッジ対象・・外貨建予定取引 

③ ヘッジ方針・・・・・・・・デリバティブ取引に関する内部規定に基づき、為替変動リスク 

  を回避することを目的としております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法・ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ 

             手段とヘッジ対象の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等 

             を基礎にして判断しております。なお、ヘッジ手段及びヘッジ 

対象に関する重要な条件が同一であり相場変動を完全に相殺で 

きると想定できる場合には有効性評価を省略しております。 

 

（６）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

２．表示方法の変更に関する注記 

  （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更） 

   「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28号 平成 30年 2月 16日）を当事

業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示する方法に変更しました。 

 

３．貸借対照表等に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額       ９５５，６８４千円 

 

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

会社名  金 額 

親会社 株式会社大塚商会 
短期金銭債権 4,842,040 千円 

短期金銭債務 2,207,085 千円 

 

 （３）期末日満期手形 

 当事業年度末日は金融機関が休日のため、期末日満期手形については満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。 

 受取手形                 １７，２８０千円 

 

４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

会社名  金 額 

親会社 株式会社大塚商会 
営業取引 

売上高 40,404,962 千円 

仕入高 2,179,144千円 

販売費及び一般管理費 52,220千円 

その他 営業取引以外の取引 5,678千円 
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５．株主資本等変動計算書に関する注記 

 （１）当事業年度の末日における発行済株式の数  

普通株式               １１，７０２株 

  （２）当事業年度の末日における自己株式の数  ０．６株 

  （３）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

    ２０１９年３月１８日の定時株主総会において次のとおり決議されました。 

① 配当金の総額             ６１０，８１３千円 

② 配当金の原資             利益剰余金 

③ １株当たりの配当額          ５２，２００円 

④ 基準日                ２０１８年１２月３１日 

⑤ 効力発生日              ２０１９年 ３月１９日 

 

  （４）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

   ２０２０年３月１９日の定時株主総会において次のとおり決議されました。 

① 配当金の総額             ７６２，９３１千円 

② 配当金の原資             利益剰余金 

③ １株当たりの配当額          ６５，２００円 

④ 基準日                ２０１９年１２月３１日 

⑤ 効力発生日              ２０２０年 ３月２３日 

 

６．税効果会計に関する注記 

  （繰延税金資産） 

     退職給付引当金        394,573千円 

     商品評価損          192,440千円 

     賞与引当金繰入超過       53,837千円 

     未払事業税           42,974千円 

     投資有価証券評価損       25,789千円 

     役員退職慰労引当金       16,479千円 

     その他             61,813千円 

     繰延税金資産小計       787,907千円 

          評価性引当額         △42,269千円 

     繰延税金資産合計       745,638千円 

 

    (繰延税金負債) 

     その他有価証券評価差額金    △123,547千円 

     繰延ヘッジ損益        △1,095千円 

     繰延税金負債合計      △124,642千円 

     繰延税金資産純額       620,996千円 

 

 

 

 

 

 

 

 



 7 

７．金融商品に関する注記 

  （１）金融商品の状況に関する事項 

   当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、主に銀行等金融機関からの借入により資金

を調達しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま 

 す。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っ

ております。 

  営業債務である買掛金は、ほぼ３ヶ月以内の支払期日であります。借入金の使途は運転資金であり

ます。 

これら買掛金、借入金、未払法人税等の金銭債務は、流動性リスクに晒されておりますが、資金繰

計画を作成する等の方法により管理しております。また、デリバティブは内部管理規程に従い、為替

予約取引を外貨建て買掛金の支払いの範囲で行うこととしております。 

 

 （２）金融商品の時価等に関する事項 

  ２０１９年１２月３１日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ 

 いては、次のとおりであります。 

                                       （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

③ 売掛金 

④ 投資有価証券 

    4,638,131 

475,975 

       21,484,209 

          453,735 

4,638,131 

475,975 

21,484,209 

   453,735 

  － 

  － 

  － 

  － 

資産計       27,052,051      27,052,051   － 

⑤ 買掛金 

⑥ 短期借入金 

⑦ 未払法人税等 

11,560,439 

3,000,000 

810,588 

11,560,439 

3,000,000 

810,588 

  － 

  － 

  － 

負債計        15,371,028      15,371,028   － 

デリバティブ取引(*) 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

ヘッジ会計が適用されているもの 

 

4,901 

3,577 

 

4,901 

3,577 

  － 

  － 

  － 

     デリバティブ取引計 8,478 8,478     － 

      (*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、（）で示しております。 

 

  (注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

      ①現金及び預金、並びに②受取手形及び③売掛金 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額 

によっております。 

④投資有価証券 

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。 

⑤買掛金、並びに⑥短期借入金及び⑦未払法人税等 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額  

      によっております。 

デリバティブ取引 

       デリバティブ取引は為替予約取引であり、その時価については取引先金融機関等から提示

された価格等に基づき算定しております。 
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   (注)２．非上場株式（貸借対照表計上額０千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価を算

出しておりません。 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

  親会社及び法人主要株主等 

                                            （単位：千円） 

属性 
会社等の 

名称 

議決権

等の 

所有割

合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 ㈱大塚商会 直接

81.54％ 

役員の兼任 

当社製品の

販売 

 

㈱大塚商会

販売製品の

購入 

 

債務被保証 

 

 

 

 

 

資金の借入 

 

当社製品お

よび役務の

販売 

 

㈱大塚商会

販売製品の

購入 

 

仕入債務に

対する債務

被保証 

保証料の 

支払い 

 

資金の借入 

利息の支払 

40,404,962 

 

 

 

2,179,144 

52,220 

 

 

 

3,371,833 

 

3,047 

 

 

2,000,000 

2,630 

売掛金 

前受金 

 

 

買掛金 

未払金 

 

 

 

 

 

 

 

 

短期借入金 

4,842,040 

157,855 

 

 

200,902 

6,182 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,000,000 

  取引条件及び取引条件の決定方針等 

  （注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で

決定しております。 

２．当社は、一部の仕入債務について、株式会社大塚商会より債務保証を受けております。取

引金額については、期末の対象債務残高を記載しております。なお、保証料は毎月末の債

務残高の０．１％を日数計算した金額を支払っております。 

     ３．借入金利については、市場金利を参考に決定しております。 

     ４．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

      

 

９．１株当たり情報に関する注記 

  （１）１株当たり純資産額    １，０７１，１１４円６１銭 

  （２）１株当たり当期純利益額    ２１７，１６１円４５銭 

 

１０．重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 


